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研究成果の概要（和文）：本研究は経済の実証分析において重要な因果効果の推定のためのモデル平均法を用い
た最適な反実仮想の予測法の開発を行った．本研究の主要な成果は，経済主体間に相関が見られるような状況
（クロスセクション相関）におけるモデル平均法による最適予測法を構築したことに加え，基礎的な理論的結果
を得たことである．また，データ数が小さい場合における提案手法の性質についてをシミュレーション実験によ
って検証し，先行研究の手法を改善するような良好なパフォーマンスを確認した．

研究成果の概要（英文）：This study developed an optimal model averaged prediction method of 
individual counter-factual outcomes for causal inference. The main result of this study is to 
construct a model averaging method in the presence of cross-sectional dependence in the data and to 
derive the theoretical properties of the method. Moreover, the finite sample property of the method 
was investigated by large scale simulation experiments and the better performance of the method 
relative to the existing methods was found. 

研究分野： 計量経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
個別処置効果の重要性 
 
処置による因果効果，すなわち処置効果に

関する計量分析手法の研究が経済の政策評
価において重要である．これまで，現代的ア
プローチである Rubin 因果モデル（Rubin, 
1974）に基づき，主に平均処置効果を中心と
して，その推定や検定を初めとする統計的推
測法の研究が行われてきた．しかしながら，
平均処置効果は対象に関する処置効果の全
てを把握しうる指標ではなく，例えばある処
置の平均処置効果が正だとしても，特定の個
別主体への効果は負である可能性があり，政
策評価においてこの違いは決定的な場合が
ある．したがって，特定の地域や経済主体へ
の効果を評価する場合には，個別処置効果に
関する手法の研究が重要になる． 
 
ただし，個別処置効果の識別は容易でなく，

実際に処置を受けた主体についてはそれが
処置を受けなかった場合の反実仮想を観測
することはできない．このような根源的な問
題に対し，最近の研究 Hsiao et al. (2012)
は，パネルデータを用いた因子モデルに基づ
き，経済主体個人の持つ反実仮想としての潜
在的な結果を直接的に予測することで個別
処置効果を推定する方法を提案した．しかし
ながら，当該論文では予測変数のモデル選択
の課題が残されていた．予測においては，過
剰適合の問題から，考慮する全ての予測変数
を使うことが最適な予測になるとは限らな
い事実が知られており，変数選択法の提案が
今後の課題として残されていた． 
 
 
２．研究の目的 
 
モデル平均法による最適予測の可能性 
 
これまで研究代表者は，統計的推測の一種

であるモデル選択法の拡張として，モデル平
均法の研究に取り組んできた．モデル平均法
は，一つのモデルを選択して使用するモデル
選択法とは異なり，複数のモデルを組み合わ
せて一つの推定量を提案する統計手法であ
り，近年注目を集めている（Hjort and 
Claeskens, 2003）．特に，Hansen (2007)を
初めとする古典的線形回帰モデルに対する
モデル平均の研究が盛んであり，最近，代表
者の論文 Liu et al. (2016)では不均一分散
性を許容した線形回帰モデルのモデル平均
法を提案した． 
 
モデル平均法の重要な利点については，以

下の２点が挙げられる：（１）モデル選択法
を厳密に改良しうる点，そして（２）予測に
関してあるクラスの中で最適性を持つ点で
ある．特に，予測変数が多く存在するような

状況において，適当な情報量規準に基づきモ
デル平均の加重ウェイトを選択することで，
モデル平均予測量はあるクラスの予測量の
中で最小のリスクを達成できることが知ら
れる．そこで，これまでの経緯を踏まえ，多
くの予測変数が存在する状況において，モデ
ル平均法を応用することでHsiaoらによる反
実仮想の予測アプローチを，精度の意味で改
良できる可能性が考えられた．このようにし
て，本研究課題の着想に至った． 
 
 
３．研究の方法 
 
当初の研究調書に基づく研究計画は，以下の
Ａ,Ｂ,Ｃの 3つに分けられる．Ａ，Ｂ，Ｃは
調書において使用した記号と同等である． 
 
Ａ．反実仮想のモデル平均予測量の構築 
 
まず，モデル平均予測量の加重ウェイト選択
のための，実行可能な情報量規準の構築に取
り組む．続いて，得られた情報量規準に基づ
いて選択された加重ウェイトについて，その
理論的性質を示す作業に取り組む．具体的に
は，漸近最適性として知られる最適性基準が
成立するかどうかを，解析的な方法を用いて
証明する． 
  
Ｂ．セミパラメトリックモデルへの拡張 
 
研究計画Ｂで構築した理論を基に，因子の構
造やモデルの誤差項の時系列構造に関する
特定化の想定を緩めた，いわゆるセミパラメ
トリックな状況における反実仮想のモデル
平均予測量の構築に取り組む．  
 
Ｃ．インフラによる地域経済への効果の検証 
 
研究計画Ａ，Ｂにより開発した手法により，
平均処置効果の推定では捉えにくかった個
別処置効果の推定が可能になると期待され
る．本手法の応用として，日本の市区町村別
データを用いた公共的なインフラ投資によ
る個別地域経済への影響を検証する． 
 
 
４．研究成果 
 
（１）研究の主な成果 
 
①．クロスセクション相関をもつ場合の反
実仮想のモデル平均予測量の構築： 
 
研究計画Ａに取り組む中で，引用予定であ

った重要な先行研究において予期せぬ課題
が見つかったことから，研究初年度の段階よ
りアプローチの修正が必要とされた．これに
対して，当初の計画である因子モデルに基づ
く定式化ではなく，最新の研究成果が数多く



存在する，経済主体のクロスセクション方向
の相関がある場合のモデリングを利用した．
これにより，個別処置効果の予測のための適
切なモデリングに成功した．また，これに基
づくモデル平均予測量の構成とその漸近的
性質に関する基礎的な結果を導出した．さら
に，研究計画Ｂの一部である誤差項がセミパ
ラメトリックな部分を含むようなケースへ
の拡張において，予備的な成果を得た．加え
て，同時に進められた比較的規模の大きなシ
ミュレーション実験において，既存手法を改
善するといえる良好な結果を得た． 
 
現在はこれらの結果を整理する段階であ

るが，当初予定していたほどの広い応用可能
性を持つモデリングおよびモデル平均予測
量の構築には至らなかったものの，本研究に
より，処置効果の推定のためのモデル平均理
論に関して重要な基礎的な知見がいくつか
得られた． 
 
②．研究計画Ｂの基礎的研究の論文公刊： 
 
研究計画Ｂの基礎的位置づけの研究とし

て，初年度より同時進行されたセミパラメト
リック部分線形回帰モデルのモデル選択法
の構築において，その成果の一部が論文とし
て査読付き学術誌に採択された．具体的には，
定式化を誤った無限に多くの回帰変数が存
在するようなセミパラメトリックな回帰モ
デルにおいて，その回帰変数の中から最適な
変数を選択するための新しい情報量基準の
構築に成功した． 
 
当該論文の理論的成果の一部は，本研究課

題の採択以前から着手され得られた結果を
部分的に含むものの，本研究課題が対象とす
る処置効果のモデリングと極めて密接に関
連しており，この成果は重要である．実際，
本研究課題最終年度において進められた研
究計画Ｂで得られた成果の一部は，当該論文
で採用した局所特定化過誤の定式化（モデル
選 択 やモデ ル 平均法 に おける 初 出 は
Claeskens  and Hjort, 2003）を応用したも
のである．当該論文の成果は容易にモデル平
均法へと拡張でき，またクロスセクション相
関があるような場合におけるモデル平均理
論への応用可能性も極めて高く，顕著な成果
であると考えられる． 
 
（２）国内外における位置づけとインパクト 
 
成果①については，特に最近になって同じ

動機を持つような研究が国際的に登場しつ
つあるため，テーマが広く重要視されている
様子が窺える．ただし，それら文献の結果と
本研究で得られた成果は本質的に異なるも
のであるため，本研究で得られた成果は，今
後十分に公刊価値が見込めるものと思われ
る． 

 
成果②については，英語による国際的学術

誌に掲載され，今後の批評が待たれる段階で
ある．本成果は因果効果の推定に焦点を当て
た本研究計画Ｂのみならず，より一般のセミ
パラメトリックモデルに対する広い応用可
能性を持つ理論的結果を含んでいる．このこ
とから，国際的に今なお重要視される計量経
済学のおけるモデル選択研究の分野におい
て，相応のインパクトがあるものと期待され
る． 
 
（３）今後の展望 
 
本研究の成果として，当初予定していたほ

どの広い応用可能性を持つ一般的なモデリ
ング，およびモデル平均予測量の構築には至
らなかった点は今後の課題である．特に，こ
れにより研究計画Ｃの実データを用いた実
証分析の実施に到達することができなかっ
た．しかしながら，因果効果の推定における
既存の予測手法を改善する方法として，経済
主体が独立ではなく相互に関連していると
いう，これまでの先行研究で考えられてきた
よりも現実的な状況において基礎的な結果
を導出できたことは，理論的に重要な進展で
あると考えられる． 
 
また，より一般的に経済主体間にクロスセ

クション相関があるような状況におけるモ
デル選択法やモデル平均法の研究が，国際的
な潮流として今後も期待されている．特に，
地域経済問題の理論の検証においては，地域
間のデータの相互依存関係としての相関が
考慮に入れられていることは，極めて重要で
ある．この意味で，本研究で得られた研究成
果は，今後のモデル平均理論や因果効果の研
究における基礎的な知見になることが期待
される． 
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